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「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方に関する提案募集」に関し、別紙のと

おり提案します。 

  



 

－1－ 

別 紙 

検討項目 具体的内容 

４．固定通信と移

動通信の融合

時代等におけ

る接続ルール

の在り方 

（２）固定通信と

移動通信の融

合時代等にお

ける接続ルー

ルの在り方 

１） 例示として挙げられているとおり、水平的な市場および垂直的な市場

それぞれへの影響に着目し、多角的な視点で検討することが必要と考

えます。 

２） 現行の固定通信におけるドミナント規制の規制対象や規制内容は、

公正競争環境を確保するための最低限の枠組みとして不可欠であるた

め、まずはベースとして維持すべきであります。 

そのうえで、市場環境の変化を踏まえ、複数市場に跨る市場支配力

の認定方法や共同的な市場支配力の濫用を防止するための新たな規

制の枠組みを構築することが適当と考えます。 

  

また、見直すべき事項としましては、特に次の事項に関して、競争セ

ーフガード制度の運用においても問題提起されているように、早期の実

現が必要と考えます。 

 ① 実質的な規制逃れが懸念される子会社や代理店・アウトソーシン

グ会社等を通じたドミナント事業者による事業活動への各種規制の

適用 

 ② 特定関係事業者制度を含め、ドミナント事業者に適用される禁止

行為規制のさらなる強化 

  

なお、固定通信における接続ルールに関しては、自ら設備を構築して

競争している事業者が既に多く存在している現状を考慮して、これまで

同様に設備競争に与える影響に十分留意したものとすることが必要で

あると考えます。 

 

以 上 


